
新型コロナウイルス対応地方創生臨時交付金を活用した事業について

⒈目的
　新型コロナウイルス感染症対応地⽅創⽣臨時交付⾦は、新型コロナウイルス感染症の拡⼤防⽌策、ポストコロナに向けた経済構
造の転換・好循環の実現、「ウィズコロナ」下での社会経済活動の再開と次なる危機への備え、未来社会を切り拓く「新しい資本主
義」の起動並びに「コロナ禍における原油価格・物価高騰」等についての対応として、地⽅公共団体が地域の実情に応じてきめ細やか

に効果的・効率的で必要な事業を実施できるよう、国が交付⾦を交付することにより、新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌及び感

染拡⼤の影響を受けている地域経済や住⺠⽣活の⽀援等を通じた地⽅創⽣を図ることを目的としています。

⒉対象事業
　新型コロナウイルスの感染拡⼤の防⽌及び感染拡⼤の影響を受けている地域経済や住⺠⽣活の⽀援等を通じた地⽅創⽣に資す
る事業（経済対策に対応した事業）等の実施に要する費用の全部又は一部を負担する事業となっています

⒊交付限度額
　(１)令和5年度実施分31,691,000千円
　　　交付限度額（重点交付金_推奨事業メニュー分）　　　　　20,446千円
　　　交付限度額（重点交付金_低所得世帯支援枠）　　　　　　 8,804千円【事業費8,127千円、事務費677千円】
　　　交付限度額（重点交付金_低所得世帯支援枠追加分）　　2,441千円【事業費2,253千円、事務費188千円】
　
⒋事業費及び充当額
　(１)令和5年度事業費総額31,938,625円（※うち充当額31,691,000円）



交付金を活用した事業（令和2年度実施事業）

非常に効果があった

電力・食品等が物価高騰するなか、低所得
者世帯に対し、速やかに給付金を配布したこ
とで生活の維持が図られた

非常に効果があった

電力・食品等が物価高騰するなか、低所得
者世帯に対し、速やかに給付金を配布したこ
とで生活の維持が図られた

効果があった

電力・食品等が物価高騰するなか、事業者
（公的機関は除く）・住民に対し6ヵ月間の水
道料金減免を実施したことで生活の維持が
図られた

31,938,625 31,691,000

総事業費
（Ａ）

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設
等）

効果検証
方法

①コロナ禍において物価高が続く中で低
所得世帯への支援を行うことで、低所得
者の方々の生活を維持する。
②低所得者世帯への給付
③事業費1,038千円
R5年度分の住民税非課税世帯 346世帯×
30千円
④R5年度分非課税世帯（346世帯）

①コロナ禍において物価高が続く中で低所得
世帯への支援を行うことで、低所得者の方々
の生活を維持する。
②低所得者世帯への給付
③事務費2443千円
印刷製本費5千円、通信運搬費49千円、手数
料145千円、システム更新2,244千円
④R5年度分非課税世帯（346世帯）

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期
化するなか、物価高騰が続いている。困窮す
る住民生活や事業者に対し、水道料金を減免
することで、住民及び事業者の安全・安心な
暮らしを確保する。
②公共機関を除く、全個人及び事業者
③
【水道料金の減免に係る費用】
対象期間
公共機関を除く新島村水道及び農業用水使
用契約者の令和5年10月～令和6年3月の水
道料金減免

事業費
補助
簡易水道料金：18,868千円
※平成30年10月～令和元年2月、令和3年10
月～令和5年2月の水道料金より積算

④対象者
公共機関（村・都・国）を除く個人及び事業者
すべてに係る料金

合計

Ｎｏ 事業名
効果検証

10,380,000 R5.6.30 R5.12.8

事業開始
年月日

事業完了
年月日

担当課

1

2

3

新島村電力・ガス・
食料品等価格高騰
重点支援交付金【低
所得者世帯給付金】

新島村電力・ガス・
食料品等価格高騰
重点支援交付【低所
得者世帯給付金】
（事務費））

新型コロナウイルス
感染症緊急対策経
済支援水道料金補
助

交付金充当額 備考

10,380,000

2,443,925

19,114,700 18,868,000 R5.9.21

担当課ヒアリング

R6.3.29 担当者ヒアリング

民生課
福祉介護係

2,443,000 R5.6.13 R5.12.13 担当課ヒアリング
民生課

福祉介護係

建設課
水道係


